
この表は各年2月1日現在で実施された農林業センサスの結果を掲げたものである。

農家とは経営耕地面積が10アール以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積が10アール未満であっても、調査期日前

1年間における農産物販売金額が15万円以上あった世帯をいう。販売農家とは経営耕地面積が30アール以上又は調査

期日前1年間における農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。自給的農家とは経営耕地面積が30アール未満で、

かつ、調査期日前1年間における農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。

総農家
販売
農家

自給的
農　家

総農家
販売
農家

自給的
農　家

総農家
販売
農家

自給的
農　家

愛 知 県
小 牧 市

資資料料　　農農林林水水産産省省

この表は各年2月1日現在で実施された農林業センサスの結果を掲げたものである。

基幹的農業従事者とは15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

計 男 女

愛 知 県
小 牧 市

資資料料　　農農林林水水産産省省 ※令和2年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

この表は各年2月1日現在で実施された農林業センサスの結果を掲げたものである。

主業経営体とは農業所得が主で、調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる

経営体をいう。準主業経営体とは農業外所得が主で、調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未

満の世帯員がいる経営体をいう。副業的経営体とは調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満

の世帯員がいない経営体をいう。
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愛 知 県
小 牧 市

資資料料　　農農林林水水産産省省 ※平成27年以前の値は販売農家数である。

※令和2年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

令和2年

55--11　　農農　　　　　　　　　　　　　　　　業業
その１　農家数（総農家、販売農家、自給的農家）

区　　分
平成22年 平成27年

平成22年 令和2年平成27年
区　　分

その２　基幹的農業従事者数（個人経営体）  

その３　主副業別農業経営体数（個人経営体）  

区　　分
令和2年

その５　 住宅の種類、構造、建築の時期別住宅数
（令和5年10月1日現在）

昭和45年 昭和46年 昭和56年 平成3年 平成13年 平成18年 平成23年 平成28年 令和3年
以前 ～55年 ～平成2年 ～12年 ～17年 ～22年 ～27年 ～令和2年 ～5年9月

全 市
（構　造）

木 造
非 木 造

（種　類）
専 用 住 宅
店舗その他の併用住宅

資資料料　　総総務務省省統統計計局局 ※令和5年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

44--11　　住住　　　　　　　　　　　　宅宅（（続続きき））

区　　　　　分 総　　数

その６ 世帯の収入、住宅の所有の関係別主世帯数、
１世帯当たり人員、１世帯当たり居住室数

（令和5年10月1日現在）

公 営 の 都市再生機構民 営 給 与
借 家 ・公社の借家 借 家 住 宅

主世帯総数

万円未満
100～150
150～200
200～300
300～400
400～500
500～700
700～1000
1000～1500

万円以上

1世帯当たり人員総数

万円未満
100～150
150～200
200～300
300～400
400～500
500～700
700～1000
1000～1500

万円以上

1世帯当たり居住室数

万円未満
100～150
150～200
200～300
300～400
400～500
500～700
700～1000
1000～1500

万円以上

資資料料　　総総務務省省統統計計局局 ※令和5年より集計区分の改定に伴い、表章形式等を変更した。

総　数 持ち家
総　数

借　　　　　　　　　　家
区　　　　分

26

4住 宅

27

5 農 業



(単位：ha・トン）

作付面積 収穫量

令和元年

2年

3年
4年

5年

資資料料　　農農林林水水産産省省

55--11　　農農　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業業（（続続きき））

この表は、愛知農林水産統計調査により調査した各年中の水稲の作付面積及び収穫量を掲げたものである。

その４　　水　稲  の  収  穫  状  況

年　次
水　　　　稲

（単位：ha・％）

総面積 田 畑 樹園地 面　積
借入耕地
面積割合

平成22年 （農業経営体）
27年 （農業経営体）

令和2年 （農業経営体）

資資料料　　農農林林水水産産省省

その５　経営耕地、借入耕地  

経 　営 　耕 　地 借 入 耕 地
年　次 （対　象）

この表は各年2月1日現在で実施された農林業センサスの結果を掲げたものである。

掲げたものである。ただし農地法第5条1項1、2号の適用は除く。

（単位：㎡）
工

件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑

令和元年
2年
3年
4年

5年

資資料料　　農農政政課課

年　次
公　　　共　　　用　　　地総　　　　　　　　　　　数 そ　　　の　　　他場　　　　用　　　　地 住　　宅　　用　　地

55--22　　農農　　　　地地　　　　転転　　
この表は、農業委員会で農地転用許可（届出を含む）の実績用途別に

　　用用　　　　件件　　　　数数
掲げたものである。ただし農地法第5条1項1、2号の適用は除く。

（単位：㎡）
工

件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑 件数 総数 田 畑

令和元年
2年
3年
4年

5年

資資料料　　農農政政課課

年　次
公　　　共　　　用　　　地総　　　　　　　　　　　数 そ　　　の　　　他場　　　　用　　　　地 住　　宅　　用　　地

55--22　　農農　　　　地地　　　　転転　　
この表は、農業委員会で農地転用許可（届出を含む）の実績用途別に

　　用用　　　　件件　　　　数数

（単位：円・アール）

引受設置
引受面積 共済掛金 支払共済金 面積

令和元年
2年
3年
4年

5年

資資料料　　愛愛知知県県農農業業共共済済組組合合（（小小牧牧市市分分））

55--33  　　農農　　　　業業　　　　共共　　　　済済

年　度
総　　　　　　　数

共済掛金 支払共済金
稲

農　　　　　　　作　　　　　　　物 園　　芸　　施　　設

共済掛金 支払共済金

28 29

5 農 業5農 業


